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終了時評価調査結果要約表

１．案件の概要 

国名：パプアニューギニア独立国 案件名：小規模稲作振興プロジェクト（フェーズ 2） 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：農業開発部農業・農村開発

第一グループ、第一チーム

協力金額（終了時評価調査時点）：約 3 億円 

協力期間：

（R/D：2011 年 10 月 4 日） 
2011 年 12 月 1 日～ 
2015 年 5 月 31 日（3 年 6 カ月間） 

先方関係機関：農業畜産省食料安全保障局/稲作普及課

（REU） 
日本側協力機関：農林水産省

他の関連協力：

【JICA 技術協力プロジェクト】 
「小規模稲作振興計画」（2003年～2008年） 
１－１ 協力の背景と概要 

パプアニューギニア独立国（以下、「パプアニューギニア」と記す）では、国民の約 8 割は農

業セクターに従事しており、その多くが自給食料の生産と輸出換金作物であるコプラ、コーヒ

ー、カカオなどを栽培する小規模農家である。コメはパプアニューギニアにおける重要な主食

の 1 つとなっているが、供給の大半を輸入に依存し、外貨流出が年間 4 億キナ（約 180 億円）

以上に及んでいる。また、小規模農家ではコメの購入費が家計への大きな負担となっている。 
パプアニューギニア農業畜産省（National Department of Agriculture and Livestock：NDAL）は、

食料安全保障政策として稲作の振興を国家戦略として掲げ、特に小規模農家への普及に重点を

置き、食料安全保障局（Food Security Branch：FSB）に稲作普及課（Rice Extension Unit：REU）

を設置し、全国への稲作の振興を各州と協力しながら実施する体制をとっている。

2003年から2008年までの5年間にわたり実施した技術協力プロジェクト「小規模稲作振興計

画」（以下、「フェーズ1」と記す）では、小規模稲作技術の整理と強化（低投入の陸稲栽培管

理、適切な収穫後処理技術の向上、種子の自己生産と保存、稲作循環の定着化）やモデル農家

（Model Farmer：MF）を通じた農民間普及活動（Farmer to Farmer Extension Activities：FTFEA）

を導入し、MF育成、地方政府による州規模稲作普及システムの構築（MF支援システム構築、

公営精米所の機能強化、種子自己生産の実施）、及び中央行政の政策実施・機能強化（REU組

織の立ち上げやガイドライン策定）を図った。

また、稲作振興の担い手となる州政府農業畜産局（Provincial Department of Agriculture and 
Livestock：PDAL）スタッフの稲作普及計画の策定やモニタリング、報告書作成等の事業実務

管理能力強化を行い、フェーズ1対象2州政府（東セピック州、マダン州）は州政府独自の稲作

振興予算配賦を開始するなど、地方政府のイニシアティブによりMFアプローチによる稲作普及

が行われる体制が構築された。その後、REUは小規模稲作の普及対象として2州（マヌス州、ミ

ルンベイ州）を加えている。

このように稲作普及が進展する一方で、病害虫による被害や休耕期間の短縮化による収量低

下を招いており、種子の自己生産も滞る状況となり、MFによる技術的問題への初歩的対応が課

題として挙げられていた。また、フェーズ１対象2州においては、MFの活動報告が徹底されて

おらず、稲作普及の実態を把握し、的確な行政施策を策定するためにもMFのモニタリングや支

援方法の改善が必要となっていた。このように、フェーズ1で導入した農民間普及におけるMF
アプローチやその支援システムの改善を図り、新たな対象州に導入することが求められていた。

さらに、稲作農家からは手動精米技術のみならず、公営・私営の精米所による機械式精米サー
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ビスへの要望が強い一方で、村落部では精米機械の機械操作や維持管理の問題により稼働が不

安定な精米機が多く存在している。フェーズ1ではモデル公営精米所の改善も図ったが、機械の

修繕・維持管理などの技術指導や現場の能力に応じた適切な精米機を導入し、サービスを改善

するための運営指針の作成が急務とされていた。加えて、行政機関の体制面については、フェ

ーズ1では中央政府のコメ普及体制を構築したが、コメ栽培に関する正確な統計情報が存在しな

いため、全国的な食料安全保障政策を実施するための障害になっていた。 
また、地方分権を背景とする中央と地方の連携不足や共通の普及ガイドラインの整備などの

課題があるうえ、NDALによるこれら課題への対応能力・体制が弱く、独力で問題解決を行え

ず、全国普及するための制度や体制も十分に整っておらず、引き続き行政の実施面での強化が

必要な状況であった。 
このような背景から、パプアニューギニアは MF アプローチとその適用拡大による小規模稲

作普及に関する協力の継続をわが国に要請した。かかる要請を受け、関連情報を収集しプロジ

ェクトの枠組み案等についてパプアニューギニア政府関係機関と協議するため、2011 年 3 月に

詳細計画策定調査団を派遣し、これを踏まえ、2011 年 10 月に討議議事録（R/D）に署名、2011
年 12 月から 3 年 6 カ月間の計画で「小規模稲作振興プロジェクト（フェーズ 2）」（以下、「本

プロジェクト」と記す）を開始した。 
 
１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 
対象州における稲作生産者と生産量が持続的に拡大する。 

 
(2) プロジェクト目標 

モデル農家アプローチとその支援システムの適用と改善によって対象州において小規模

稲作が普及される。 
 

(3) 成果（アウトプット） 
1) モデル農家と州職員への補完研修の実施とモニタリングシステムの改善により、モデ

ル農家アプローチとその支援システムによる稲作普及サービスの実施体制が改善す

る。 
2) 公営・私営精米所による機械式精米サービスが改善する。 
3) NDAL の REU と食料安全保障局（FSB）による稲作政策実施が強化される。 

 
(4) 投入（終了時評価時点） 

1) 日本側 
① 専門家派遣：長期専門家 3 名、短期専門家：9 名 
② 機材供与：約 21 万 1,440 米ドル（車両、事務機器、精米機等） 
③ プロジェクト運営費：約 111 万 4,500 キナ（MF 研修に係る諸費用、機材維持管理費、

広報活動費、消耗品費等） 
2) パプアニューギニア側 
① カウンターパート（Counterpart：C/P）配置：20 名 
② プロジェクトオフィスの提供：NDAL 本省、対象 4 州（東セピック州、マダン州、ミ

ルンベイ州及びマヌス州の各 PDAL におけるプロジェクトオフィス、精米機据付土台

等 
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③ プロジェクト経費の支出：約 1,130 万 3,000 キナ（MF 研修に係る諸費用、機材・執務

室の電気代等の維持管理費、消耗品費等） 
２．評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

総括/普及計画管理 本村 知睦 JICA 農村開発部 参事役 

稲作栽培 小田島 成良 えみし屋 代表 

協力企画 金子 健二 JICA 農村開発部農業・農村開発第

一グループ第一チーム 専任参事 
評価分析 カーン マハムド 

ウルザマン 
株式会社ジャパンソフトテック 
コンサルタンツ 代表取締役 

＜パプアニューギニア側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 /普及計画管理 /
評価分析/協力計画 

Mr. Dan Lyanda 国家計画モニタリング省日本デスク 

援助調整官 
稲作栽培 Mr. Damien Maul 農業畜産省政策課 シニア予算オ

フィサー 
調査期間 2014 年 11 月 15 日～12 月 6 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績 

成果 1：モデル農家補完研修の実施とモニタリングシステムの改善によりモデル農家アプロ

ーチとその支援システムによる稲作普及サービスの実施体制が改善する。 
(1) 稲作振興に係るモニタリング・レポーティングシステムの改善 

対象 4 州（マヌス州、マダン州、ミルンベイ州及び東セピック州）における稲作振興に

係るモニタリング・レポーティングシステムの運用状況が調査され、改善案としてデモ圃

場アプローチを活用した普及方法を導入し、農業の基本技術を移転することで、優良種子

の配布改善、単収向上、普及方法プロトタイプ化等が促され、技術的課題への対応と的確

な行政政策の立案、MF によるモニタリング・レポーティングシステムの改善が図られた。

また、改善案に基づき、REU 職員、及び対象州の州、郡及び地方自治政府（Local Level 
Government：LLG）の職員を対象に、対象州の稲作振興に係るモニタリング・レポーティ

ングシステムの強化に向けた研修が実施された。本プロジェクトでは、対象州の稲作状況

（稲作農家数、コメの作付面積と収量を含む）を把握・分析するために、REU 職員、及び

州、郡及び LLG の職員を育成するとともに、モニタリング結果の分析を容易に行うために、

REU と共同で報告様式の簡素化を図った。REU 職員、及び対象州の州、郡及び LLG の職

員は、モニタリング・レポーティングシステムの報告様式が簡素化されたことで、稲作農

家数、コメの作付面積と収量を的確に把握することができ、対象州の稲作農家の技術的課

題に対応した指導助言を実施できるようになった。中間レビュー調査時に提言された小規

模稲作普及のための専任普及員の配置は、関係者の理解が進み、全対象州において改善が

確認された。 
 
(2) MF 及び州職員に対する補完研修の実施 

MF と州職員に対する補完研修の充実に向け、実習を重視した 16 のモジュールが開発さ
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れた。中間レビュー調査時の提言に基づき、地滑り、土壌劣化及び害虫発生の原因となる

焼畑からの脱却と効率的で持続性の高い農業の基本技術を普及するため、研修等で活用す

る栽培・収穫後処理に係る教材を作成した。60 名の州職員（東セピック州 19 名、マダン

州 16 名、マヌス州 3 名、ミルンベイ州 22 名）が MF とともに実習を重視した補完研修を

受講した。補完研修に参加した MF と州職員は、害虫対策、コメの生産と収穫後処理、稲

作普及サービス、機械式精米、機械式精米サービス、稲作振興に係るモニタリング・レポ

ート、及びレポート作成に関する知見と技術を習得した。 
 
成果 2：公営・私営精米所による機械式精米サービスが改善する。 

(1) 対象州における精米所の精米機の調査及び適切な精米機の供与 
対象 4 州の精米所における精米機の稼働調査結果を踏まえ、対象州のモデル精米所に

Yanmar YMM20 及び HOSOKAWA MR1900 を各 1 台、計 4 セット 8 台の精米機を供与した。 
 

(2) 精米サービスに係るプログラムの改善と実施 
対象 4 州における機械式精米サービス改善計画の試行とともに、経営に不可欠である精

米機の稼働状況と原料籾の品質を知るために歩留り試験を実施した。その結果、精米機の

維持管理の観点から、稼働効率の向上及び稼働時間の確保が必要とされた。また、対象州

の精米所周辺のコメ生産量は、供与された精米機の精米能力に比べいまだ少ないことから、

精米機の効率性を向上させるために、精米所周辺の稲作密度の増加が急務とされた。一方、

東セピック州においては、小規模稲作農家数が増加傾向にあり、並行して精米機利用者も

増加している。協力期間終了まで、対象州における精米サービスに係るプログラムの改善

と実施が継続的に行われる。 
 
(3) 機械式精米サービスガイドラインの作成と配布 

対象 4 州における精米サービス実施状況が調査・分析され、機械式精米サービスガイド

ライン（案）が作成された。機械式精米サービスガイドライン（案）には、精米サービス

の整備に向けた手続き、利用者への課金方法の検討、精米サービスマネジメント、メンテ

ナンスとトラブルシューティング、精米機の安全な取り扱いが網羅されており、対象 4 州

の精米所のオペレーターに配布された。なお、機械式精米サービスガイドライン（案）は、

精米サービスに携わる州及び郡のオペレーターによる試行を通じて、ガイドライン使用上

の課題を踏まえて、協力期間終了までに最終化され、対象 4 州及び他の州における活用を

促すために配布される。 
 
成果 3：NDAL の稲作普及課（REU）と食料安全保障局（FSB）による稲作政策実施が強化

される。 
(1) NDAL FSB 内 REU と小規模稲作政策研究・立案に携わる他の関連ステークホルダーへの

情報・データの提供 
対象 4州の全 17郡が改訂されたモニタリング様式を用いて稲作振興に係るデータを収集

し、所轄の州に提出しており、州はそのデータを取りまとめ、NDAL FSB 内 REU に報告し

ている。プロジェクトチームは、残り協力期間、データ分析及び小規模稲作政策研究・立

案に携わる関連ステークホルダーへの情報・データの提供が継続的に行われるよう REU を

支援することとしている。 
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(2) ニューズレターの発行 
これまでに 8 冊のニューズレターを作成・発行しており、協力期間終了までに、目標冊

数（11 冊）を達成すべく、残り 3 冊のニューズレターを発行する予定である。また、テク

ニカルブレティンも作成段階にあり、これらの広報資料の作成・配布を通じて、小規模稲

作振興に向けて対象 4 州及びその他の州における幅広い活用を促す。 
 

(3) 作業部会による小規模稲作普及ガイドライン及び機械式精米サービスガイドライン作成

の支援 
終了時評価時点において、小規模稲作普及ガイドラインの作成に 9 名の作業部会員が動

員された。小規模稲作普及ガイドライン（案）では、MF アプローチを通じた小規模稲作

普及方法、普及サポートシステム、稲作振興に係るモニタリング・レポーティングシステ

ム、MF、及び郡、PDAL 及び REU の職員の役割と責任、郡及び州における MF アプロー

チを通じた小規模稲作普及に係る手続きが解説されている。一方、機械式精米サービスガ

イドラインの作成には、8 名の作業部会員が動員された。協力期間終了までに、小規模稲

作普及サービスガイドライン（案）及び機械式精米サービスガイドライン（案）を最終化

し、対象 4 州及びその他の州での幅広い活用を促進するために配布される。 
 

(4) NDAL FSB 内 REU によるコメ開発政策の実施強化 
プロジェクトチームは、効率的かつ効果的なコメ開発政策の策定・実施に向け、NDAL 

FSB 内 REU 職員への指導を実施するとともに、REU に対し、政策研究・立案に関する研

修及び能力強化のみならず、コメ開発政策の実施を促している。 
 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
1) パプアニューギニアの国家農業セクター政策及び開発政策との整合性 

プロジェクト目標「MF アプローチとその支援システムの適用と改善によって対象州

において小規模稲作が普及される」と、上位目標「対象州における稲作生産者と生産量

が持続的に拡大する」は、パプアニューギニア政府の以下の国家農業セクター政策と整

合している。 
「コメ開発政策（Rice Development Policy）2004-2014」は、経済成長、社会福祉、食

料安全保障、貧困削減のために農業セクターを持続可能な形で改革することをめざすも

ので、小規模稲作には、唯一、普及活動のための予算が配賦されている。 
「国家農業開発計画（National Agriculture Development Plan）2007-2016」は、2008 年

に策定され、農作物の生産コストの削減と品質向上、農民の所得機会の増加、農作物の

生産への女性の参画促進、持続可能な開発の確保を目的とする。 
「パプアニューギニア開発戦略計画（Papua New Guinea Development Strategic Plan）

2010-2030」では、コメは農業セクターの戦略穀物の 1 つに位置づけられており、国内の

コメ生産者のエンパワーメントと国内での精米を推進している。 
「パプアニューギニアビジョン 2050（Papua New Guiniea Vision 2050）」では、農民に

革新的な農業技術を普及するために、農業を戦略開発分野と位置づけており、コメの国

内生産及び精米の振興、最も輸入量の多い穀物であるコメの輸入削減に資する農業プロ

ジェクトを支援している。 
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2) 日本の援助政策との整合性 
2012 年 4 月に発表された「対パプアニューギニア独立国国別援助方針」は、社会・経

済基盤の強化を通じた持続的経済成長の達成と国民の生活水準の向上を援助の基本方針

としている。「経済成長基盤の強化」、「社会サービスの向上」及び「環境・気候変動」を

重点分野に掲げ、農業を持続可能な経済成長と国民の社会経済状況の向上を図るための

重要なセクターとしている。また、国別援助方針に基づいた対パプアニューギニア事業

展開計画（2012 年 4 月）において、本プロジェクトは、開発課題「経済活動の拡大」に

おいて「産業振興プログラム」に位置づけられる。 
 

3) ターゲット･グループの選定の適切性及びターゲット･グループのニーズとの整合性 
本プロジェクトの主なターゲット・グループは、小規模稲作農民、REU の構成員である

NDAL 職員、及び対象 4 州の PDAL、郡政府農業畜産局（District Department of Agriculture 
and Livestock：DDAL）及び LLG の職員で、いずれも小規模稲作を推進する役割を担っ

ており、小規模稲作の効率的かつ効果的な振興に向けたターゲット・グループの能力強

化は必須である。よって、ターゲット・グループの選定は適切であり、ターゲット・グ

ループのニーズと整合している。 
 

4) プロジェクトのアプローチとデザインの適切性 
プロジェクト目標「MF アプローチとその支援システムの適用と改善によって対象州

において小規模稲作が普及される」を達成するために、本プロジェクトでは、対象州に

おける小規模稲作の振興のために農民間普及活動（FTFEA）を推進している。FTFEA は、

営農上の知見、技術及び経験を他の農民と共有することができ、小規模稲作の振興に最

も効果的なアプローチである。プロジェクト活動に従事する MF は、MF としての役割

を理解しており、プロジェクト活動を通じて習得した知見及び技術を稲作に関心をもつ

農民に積極的に提供している。 
プロジェクト活動を含む本プロジェクトの基本計画は、プロジェクト目標の達成にも

効率的かつ効果的である。 
 

5) 日本の技術の優位性 
当機構は、開発途上国において農業・農村開発分野の技術協力プロジェクトを数多く

実施してきており、パプアニューギニアにおける小規模稲作振興に資する技術能力と経

験を有する。本プロジェクトは、プロジェクトチームによる技術指導、C/P スタッフに

対する研修/ワークショップの実施、必要な資機材の供与を通じて、プロジェクト目標

「MF アプローチとその支援システムの適用と改善によって対象州において小規模稲作

が普及される」の達成に取り組んでいる。よって、わが国は、パプアニューギニアにお

ける小規模稲作の効率的かつ効果的な振興に向け、C/P の能力強化を支援する技術的優

位性を有することが認められる。 
 

(2) 有効性 
本プロジェクトの 3 つの成果（アウトプット）が達成されることで、プロジェクト目標

も達成されると判断される。プロジェクト活動は順調に進捗しており、プロジェクト目標

は、3 つのアウトプットに係るすべての活動を実施することで達成される可能性が高い。 
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(3) 効率性 
日本・パプアニューギニア国側双方による投入は計画どおり適切に実施され、すべての

投入は計画されたアウトプットを達成してきており、投入の質、量及びタイミングは適切

であった。プロジェクト活動は、C/P スタッフに十分に理解され、本プロジェクトで実施

された C/P スタッフに対する各種研修/セミナー/ワークショップは、参加者から高く評価

されている。しかしながら、C/P スタッフは所属機関での業務とプロジェクト活動を兼務

しており、すべてのプロジェクト活動への参画に制約がみられる。 
 

(4) インパクト 
さまざまなプロジェクト活動が実施され、これら活動は本プロジェクトの上位目標の達

成に貢献している。成果とプロジェクト目標に係る外部条件は、本プロジェクトの正のイ

ンパクトの発現に影響を及ぼすことはなかった。プロジェクト終了後も正のインパクトを

持続させるためには、適切な人的、財的、物的資源の確保が求められる。 
 
(5) 持続性 

1) 政策面 
小規模稲作振興は、「コメ開発政策（2004-2014）」の優先分野の 1 つに掲げられている。

「国家農業開発計画（2007-2016）」は、生産コストの削減と農作物の品質向上、農民の

所得機会の増加、農業生産現場における女性の参画促進、持続可能な開発を重視してい

る。本プロジェクトは、「コメ開発政策（2004-2014）」及び「国家農業開発計画（2007-2016）」
と連携しており、本プロジェクトの実績及び成果を「パプアニューギニア開発戦略計画

（2010-2030）」と「パプアニューギニアビジョン 2050」に反映させるべく取り組んでい

る。パプアニューギニア政府の農業セクターにおける政策は、2015 年 5 月の協力期間終

了後のプロジェクト活動の継続性を確保することになっている。 
 

2) 組織面 
本プロジェクト実施上の C/P（NDAL、及び対象州の PDAL、DDAL 及び LLG）の役

割と責任は明確に定義され、関係機関間で共有されており、本プロジェクトの実施によ

り、小規模稲作振興に向けこれら機関の組織能力が強化された。また、本プロジェクト

終了後の運営・管理能力の強化に向け、対象 4 州の関連ステークホルダーの能力向上も

図られている。よって、2015 年 5 月のプロジェクト終了後も協力効果を継続的に発揮す

ることが期待できる。 
 

3) 財政面 
プロジェクト開始当初に、C/P によるプロジェクト予算の執行が遅延した。また、対

象州の関連ステークホルダーの財源は十分とはいえない。よって、対象 4 州の関連ステ

ークホルダーは、協力期間終了後もプロジェクト活動を持続的に実施するために、十分

な資金の確保に努めることが重要である。 
 

4) 技術面 
技術的持続性の確保に向け、C/P スタッフは、これまで実施してきた技術支援〔特に、

州職員（郡及び LLG 職員）に対する研修〕を継続する必要がある。 
C/P は、プロジェクト活動を通じて、プロジェクト目標と上位目標に係る理解を深め
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ており、プロジェクト活動を通じて技術移転が効率的かつ効果的に行われた。 
 
３－３ 結論 

詳細計画策定調査報告書、R/D、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、活動計画

（PO）、中間レビュー調査報告書、プロジェクト・プログレス・レポート等のプロジェクト関

連報告書のレビュー、関連ステークホルダーからの質問票への回答、C/P、他の開発パートナー、

日本人専門家とのインタビュー及び協議、現地視察並びに終了時評価調査団内での議論の結果、

本プロジェクトの成果の達成状況にかんがみ、プロジェクト目標は達成されると判断した。さ

らに、政策及び受益者のニーズとの整合及びアプローチとの適切性による非常に高い妥当性、

プロジェクト活動の円滑な進捗と両国の計画的な投入による高い有効性及び効率性、正のイン

パクトの発現、さらには、政策面及び組織面での高い持続性が確認された。その結果、本プロ

ジェクトは計画どおり、2015 年 5 月に終了することが望ましいとの結論に至った。また、正の

インパクトの面的な広がり及び持続性の確保に向けた提言及び類似案件形成に資する教訓を導

出した。 
 

４．稲栽培 

４－１ 現状 

本プロジェクトにおける稲作は、自給を目的として行われている。本プロジェクトでは、種

子を含む外部からの投入が乏しくとも継続可能な稲作循環を指導している。栽培は、ほとんど

1,000 ㎡以下の農地で行われており、栽培管理では、特に土づくりと害虫対策を指導している。

土づくりは、土壌の肥沃化を図るために有機物の適切な施用を積極的に指導し、比較展示する

ことで効果を実証している。現状、害虫が深刻と報告されているが、農家が積極的に対処して

いない状況もあり、プロジェクトの指導する耕種的な対処は、その栽培規模からも農家の対処

は可能である。 
収穫後処理は、他の作物にない過程であるが、稲の魅力である貯蔵性を引き出し、栽培循環

を次に継続する循環につなげる重要な部分である。栽培から一貫した品質の均一の重要性を指

導している。農家は、稲作の魅力として、栽培期間が短い、美味しい、労力負担も小さいこと

を挙げている。労力負担については、粗放な栽培にとどまっているからで、土づくりや害虫対

策を積極的に行えばより良い収穫が得られることを学びつつある段階である。 
そのためにも、MF や普及員によるデモ圃場を介した普及活動は、今後の稲作の定着化に重

要である。デモ圃場では、農家が直面している具体的な課題に直接的な対処を提案しており、

広い範囲に広がる小規模農家の稲作の拠点として期待される。精米所と同様に、デモ圃場を中

心とした情報の受発信の積極的なネットワーク化が進みつつあるので、この機能を助長発展す

べきである。 
 
４－２ 稲作振興のカギ 

最終化されつつある 2 つのガイドラインは、パプアニューギニアの小規模稲作振興の鍵をな

すものである。これまでパプアニューギニアでは地理的、社会的な環境から、自給的な農家に

対して、行政が積極的に普及活動を行うことが困難であった。これに対して、本プロジェクト

では、パプアニューギニアの社会構造や環境を前提に、行政の限られた機能を活用し、具体的

な手法で持続可能な普及の形を提案し、実際に双方向の活動が行われている。その手法を具体

的に示しているのが、この小規模稲作普及ガイドラインである。 
一方、稲作振興を進めるうえで最も深刻な障害として、ほとんどの機械式精米サービスを適
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切に持続運営することができなかった状況があり、稲作農家の持続的な生産を挫折させてきた。

脆弱な機械式精米サービス運営が、パプアニューギニアの稲作振興の最大のネックである。そ

の機械式精米サービスの持続的な運営を行うために、運営ガイドラインが作成された。 
さらに、この 2 つのガイドラインで示されている情報収集と分析手法としてのモニタリン

グ・レポーティングシステムは、農家と行政が最も解決を必要としていた課題を解決する。つ

まり、行政側にとっての農家の状況把握、農家にとっての行政との接近が、このシステムによ

って解決されるのである。農家も行政の末端も容易に理解し活用できるガイドラインである。 
現在、このガイドラインを積極活用し機能させる役割を担っているのが、FSB の REU であ 

る。REU は、東セピック州をはじめとする対象州において、ガイドラインに従った積極的な普

及活動と情報共有を促進し、きめ細かな双方向の支援関係を機能させている。他州への普及す

るための必須アイテムである。これまでの 10 余年の当機構の事業の一貫した活動を経て、REU
が当該州と連携したプロジェクトの活動は、そのままパプアニューギニアの特殊な地理的な社

会的事情に適した稲作に限らず、農業普及体制のモデルとして提案できるものである。FSB の

役割は、REU と稲普及体制のモデルを積極的に敷衍する働きである。 
 
５．提言及び教訓 

５－１ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

上記の分析結果に基づき、上位目標の達成見込みを高め、持続性を向上させることを目的と

し、以下のとおり提言を行う。 
 

５－１－１ プロジェクトチームに対する提言 
(1) 本プロジェクトにより開発された成果品の最終化 

小規模稲作普及ガイドライン（案）、機械式精米サービスガイドライン（案）、パプア

ニューギニアにおける陸稲栽培ハンドブック、ポストハーベスト技術テキストブック及

び小規模農家向け稲作技術リーフレットは作成の最終段階にあり、協力終了までに、こ

れらすべての成果品の最終化が求められる。小規模稲作普及ガイドライン（案）及び機

械式精米サービスガイドライン（案）は、現場における適用を踏まえ最終化され、合同

作業部会により承認され、対象 4 州のみならず、他の州にも配布することが求められる。 
 

(2) 東セピック州における小規模稲作の好事例の普及 
東セピック州における小規模稲作農家数は、継続的に顕著に増加している一方で、マ

ヌス州、マダン州及びミルンベイ州では増加傾向にはあるものの、プロジェクト開始時

点のレベルに回復していない。さらに、東セピック州の小規模稲作農家は、他の 3 州の

小規模稲作農家と比較し稲作栽培技術について高度に教育・訓練されており、小規模稲

作振興のモデル州としての役割を果たし得ることから、REU と協力して、対象州間の小

規模稲作農家及び普及員の交流を通じた技術情報の交換を実施し、東セピック州におけ

る好事例の普及を図ることが望まれる。 
 
(3) パプアニューギニアにおける小規模稲作生産の更なる振興 

パプアニューギニアにおける小規模稲作生産のポテンシャルは高く、小規模稲作振興

は、同国の食料安全保障を強化するために非常に重要である。確認された好事例につい

ては、パプアニューギニアにおける小規模稲作生産の一層の振興のため、対象 4 州のみ

ならず、他の州の関係当局と好事例の共有化に努めることが期待される。 



x 

５－１－２ NDAL、対象 4 州 PDAL に対する提言 
(1) 対象州における専任普及員の配置 

中間レビュー調査の提言を踏まえ、NDAL 及び対象 4 州においてプロジェクト活動の

円滑な実施のために必要とされる人数の C/P スタッフが配置されたことは高く評価され

る。一方、東セピック州に加え、マヌス州、マダン州及びミルンベイ州においても、プ

ロジェクト活動の効果的かつ効率的な実施を促進するために、専任 C/P スタッフの増員

が望まれる。さらに、対象 4 州は、小規模稲作農家の技術ニーズに応えるため、REU と

連携して、専任稲作普及員の増員に向け、人事管理省と調整を行う必要がある。 
 
(2) プロジェクトで供与された精米機の設置及び稼働 

マヌス州、ミルンベイ州及び東セピック州のモデル精米所には三相電源が供給されて

おらず、HOSOKAWA MR1900 が未設置・未稼働な状況にあり、本プロジェクト活動の

円滑な実施に向け据付・稼働が急務である。また、マヌス州では精米所の建屋が建設中

で、ヤンマー製精米機 YMM20 の稼働に向けた速やかな施設整備が必要である。 
 
(3) 東セピック州における小規模稲作の好事例の他州への普及 

東セピック州は小規模稲作振興のモデル州として相応しく、REU の協力の下に、小規

模農家の交流及び普及員の交流を通じた技術交換により、東セピック州の好事例を他の

3 州に普及させることが期待される。さらに、マヌス州、マダン州及びミルンベイ州の 3
州の PDAL に対しては、人的交流にかかる予算の確保・適時執行が求められる。さらに、

NDAL は、上記 3 州に対して、技術情報の交換、小規模農家及び普及員の人的交流に必

要な情報を提供することが期待される。 
 

(4) プロジェクトで作成された成果品の改善 
本プロジェクトの実施を通じて、小規模稲作普及ガイドライン（案）、機械式精米ガイ

ドライン（案）、パプアニューギニアにおける陸稲栽培ハンドブック、ポストハーベスト

技術テキストブック等が開発された。これら成果品は、NDAL 及び対象 4 州の PDAL に

より活用され、継続的に改善が図られなければならず、モデル農家及び稲作に高い関心

を有する小規模稲作農家による理解と利用を促すために、本プロジェクト終了後にパプ

アニューギニア側によってピジン語に翻訳されることが期待される。 
 

(5) 協力期間終了後のプロジェクト活動のモニタリング 
本プロジェクトの実施を通じて、モニタリング・レポーティングシステムが確立され

たが、対象 4 州における稲作状況を適時的確に把握するため、稲作・精米モニタリング・

レポーティングシステムの運用強化が求められる。さらに、NDAL は REU を通じて、プ

ロジェクトチームの指導助言の下に策定される行動計画に沿って、対象 4 州の州職員（郡

及び LLG 職員を含む）の協力の下、稲作状況のモニタリングを実施し、年 1 回、JICA
パプアニューギニア事務所にモニタリング報告書を提出することが求められる。 

 
(6) プロジェクトコンセプトの普及及び小規模稲作の振興 

NDAL は、REU を通じて小規模稲作生産を骨子とするプロジェクトコンセプト及び稲

作技術を対象州及び他の州に継続的に普及することが重視される。また、REU は、上級

者向けの補完研修を実施するとともに、その成果に基づき、本プロジェクト終了後 3 年
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間の期間内で、技術普及の手法を定着・体系化する必要がある。 
 

(7) 上位目標の達成のためのコメ開発政策のための行動計画の策定 
NDAL は、本プロジェクトの R/D に示された上位目標達成のための外部条件「自給的

小規模稲作振興」に抵触することを回避するために、小規模稲作振興を推進することが

求められる。また、NDAL は、プロジェクトチームの指導の下、コメ開発政策に係る 2015
年から 2018 年までの具体的な行動計画を作成し、2015 年 5 月開催予定の合同調整委員

会（Joint Coordination Committee：JCC）で討議することを計画している。 
 

(8) 稲作技術の劣化防止 
本プロジェクトは、いくつかの稲作技術をモデル農家及び他の関心の高い稲作農家に

普及してきた。NDAL は、上記の農家に移転された稲作技術の劣化を防ぐためにモデル

農家の稲作技術をモニタリングすることが求められる。 
 
(9) 組織の強化及び関連ステークホルダーとのネットワーク化 

REU は、小規模稲作農家のコメの安定生産を確保するために、技術・管理能力の強化

の継続を図るとともに、稲の病虫害などの課題に適切に対処するために、国家農業研究

所（National Agricultural Research Institute：NARI）、国際稲研究所（IRRI）及び高等農業

教育機関との連携を強化する必要がある。 
 

(10) JICA ボランティア及び他のドナーとの連携 
NDAL、及び郡及び LLG を含む州政府は、より効果的に稲作普及を推進するために、

JICA ボランティアとの連携を強化するとともに、OISCA を含む他の関連機関に、ガイ

ドライン、ハンドブック、テキスト及びリーフレット等の成果品の共有を提言する。 
 
５－２ 教訓 

合同評価チームは以下の教訓を導出した。 
(1) 対象地域の選定及び対象農民のニーズの確認 

技術協力プロジェクトの対象州を適切に選定するために、技術協力プロジェクト実施機

関関係者は、プロジェクト形成過程及び詳細計画策定調査時に以下の点に十分留意するこ

とが望まれる。 
a. 小規模農家の農業生産活動や農民の生計の現状 
b. 稲作に対する農家の意欲 
c. 小規模農家の現行の営農技術及び営農経験 
d. 候補対象地域の立地条件 
さらに、自給的稲作振興においては、小規模農家の経営破綻のリスクを減じるために、

営農全体を見据えた適切な稲作技術の導入、すなわち稲作を加えた総合的な営農体系の構

築を検討することが肝要である。 
 

(2) 営農指導及びモニタリング体制 
対象州の PDAL による専任の稲作普及員の配置の遅延は、プロジェクト活動の円滑な実

施に支障を来たすとともに、脆弱なモニタリング体制により小規模稲作に係る正確なデー

タの収集に困難が伴った。したがって、プロジェクト活動の立案に際し、普及員配置、予
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算措置、普及員の技術水準を含む中央政府及び地方政府の営農指導体制とモニタリング体

制を確認することが重要である。また、対象州における営農指導及び普及活動の持続性を

確保するため、政策的な枠組みである政策及び開発計画策定支援を通じた活動予算の確保

が重要である。 
 

(3) モデル農家アプローチと普及員研修による相乗効果 
本プロジェクトでは、MF アプローチ及びデモ圃場を用いた農民間普及とともに、定期

的にモデル農家に技術指導を行う普及員を育成してきており、稲作技術の劣化及び誤った

技術の伝搬を防ぐためには、普及員に対する研修の意義が確認された。よって、農民間普

及を補完するために、普及員の技術・指導能力向上及び農業行政機関の強化にも取り組む

べきである。 




